
十分に活用されていない土地・空き地等の有効活用等

所有者所在不明土地等への対応について、下記の取組を検討し、年内に具体的な施策をとりまとめる。
・土地収用手続きについて、さらなる合理化や、申請作業の一部の外注などの対応策を講じる。

・不動産登記簿情報のオンライン化を行政機関内部で進めるのに併せて、今後のマイナンバーの利用の範囲の拡大も見
据えつつ、それぞれの行政機関が保有する所有者情報を行政機関間で効率的に活用する仕組みを構築する。

さらに、所有と利用を分離し土地に利用権を設定するスキームや、事実上の管理者による貸付け等を可能とするスキーム
を設計するなど、政府一体となって所有者所在不明土地等の利活用を促進する制度の検討に速やかに着手する。

• 所有者の所在を把握することが難しい土地等（以下「所有者所在不明土地等」という。）が発生しており、農地の集積・
集約化や公共事業をはじめとする土地全般のさまざまな分野で喫緊の課題となっている。【図表】

• 今後、多死・人口減少が進むとともに資産としての土地の保有や管理への関心が低くなることに伴い、所有者所在不明
土地等がさらに増加するおそれがある。

現
状
・課
題

対
応
の
方
向

■ 「所有者不明化」による問題発生の有無

国と地方のシステムＷＧ
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557自治体（63％）が「あり」

（出典）東京財団「土地の『所有者不明化』～自治体アンケートが示す問題の実態～」（2016年）（第３回 評価・分析WG（平成29年4月17日）東京財産提出資料）

■ 不納欠損処分に占める所有者不明等関連の比率

※Nはいずれも自治体数 18％が所有者不明等に関連するもの



コンパクト・プラス・ネットワークの形成等による地域・都市の活性化

○ 過去の取組事例の課題等を分析しつつ、歩いて暮らせるまちづくりや持続可能な地域公共交通網の形成、公共施設再編、
拠点エリアへの医療・福祉施設の誘導等に取り組むモデル都市の形成・横展開を推進する。【図表】

まちづくりと関連する政策分野における各省庁の支援施策は、相互の連携強化が進んできているものもあるが、市町村の
コンパクト・プラス・ネットワークの形成に向けた取組と整合的なものとなっていないものもあるのではないか。

現
状
・課
題

対
応
の
方
向

■ まちづくりにおける健康増進効果を把握するための歩行量（歩数）調査のガイドライン

国と地方のシステムＷＧ
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（出典） 第１回 国と地方のシステムＷＧ（平成29年2月24日） 国土交通省提出資料



地域人材の育成、地域間の人材交流、地域イノベーションの創発について

○ 地域のニーズを把握し地域と協働・連携する仕組みとして、例えば高等学校のコミュニティ・スクール制度を推進。

○ 都市圏と地方、地方の大学間など地域をまたぐクロスアポイントメントの活用・促進による、研究者等の人的交流・流動化の促進、これを
契機とした大学間連携や産学官連携の促進。【図表１】

○ 都道府県が地域における高等教育機関の活用・振興や大学間連携や公設試験機関、高等学校、産学官の連携に主体的な役割を果た
すことを通じ、地域に必要な人材の育成、地域のプラットフォーム形成を促進。職業教育訓練との連携。【図表２】

地域により大学進学者や就職者の県外への流出割合が高いなど、地域を支え創る若者の地域内の定着が課題。

地域の産業等のニーズに合った人材の確保・育成、将来の地域を牽引する人材の育成に向けて、地域の高等学校や地方大学等の
更なる活性化・活用が重要。

地域イノベーション促進の観点から、地方大学等の活性化・活用とともに、大学等における活発な人材交流を通じ、イノベーションが創
発する環境が重要。

現
状
・課
題

対
応
の
方
向

【図表２】都道府県の大学等振興政策（長野県）

 長野県高等教育振興基本方針（平成28年5月）を策定し、高等教育の魅力向上、大学間連携、

産学官連携、高校生等への発信に関する方策を提示。信州高等教育支援センター（長野県）、
信州産学官人づくりコンソーシアム、高等教育コンソーシアム信州等が連携し各施策を実施。

【図表１】

経済社会の活力ＷＧ
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大学進学率
長野県 42.9%(全国28位)＜全国51.5%

→ 今後更に上昇する見込み長野県の高等教育の課題

① 大学進学者の県外流出率が高い
流出率 82.6％ (全国6位)

② 大学の収容力が全国最低水準
収容力 16.3％ (全国45位)

③ 私立高等教育機関の定員割れが顕著
〈入学定員充足率〉・私立大学 98.0％

・私立短期大学 83.8％
・私立専門学校 55.4％

県外流出率
長野県 82.6%(全国 6位)＞全国55.0%

→ 一部を留めれば県内進学者増へ

県内高校生の進学希望地域
県内への進学希望 25.6%＞現状 17.4%
→ 県内大学の選択肢が増えれば県内進学者増へ

大学進学者増と
少子化・18歳人口
減少との整合性

高校生など学ぶ側の視点から

県
内
大
学
収
容
力

三
つ
の
伸
び
し
ろ

◇信州大学
東京大学、国税局、長野県、県内業者等と連携して、ワインを中心とした地域ブラ

ンド研究と、それに携わる人材育成を実施。当該教員は、専門としている知的財産法
分野の知見から、研究、人材育成の中核を担う

◇東京大学
知的財産法を専門としている教員をクロスアポイントメント制度を活用して、信州

大学にて雇用。東京大学の先端研究を地域に還元するための架け橋としても活躍

＜Case2.信州大学経法学部と東京大学＞
長野ワインの地域ブランド戦略構築に向けて、ワインの地理的表示等知的
財産の知識を得るためにクロスアポイントメント

地域社会

への還元
「生きた教材」

の体系化
解決すべき

地域課題の抽出

先端融合型
社会システム
研究の実施

共同研究 実践型教育
の実施

東京大学・国税庁 信州大学

全国・国際展開へ（中央官庁）概要

教育プログラム
の開発

事例・地域ニーズ
の集積

研究テーマ設定

地域課題
解決型人材
育成サイ クル

グローバル
・ローカル
先端融合型
研究サイ クル

新たな社会シ
ステムの構築

＜地域データ集積拠点＞
長野県（自治体）・地域産業

地域人材
輩出

課題の発生

（出典）図表１：第３回 経済社会の活力WG（平成29年4月6日） 文部科学省提出資料より作成

図表２：第３回 経済社会の活力WG（平成29年4月6日） 事務局資料より作成



生涯を通じた学習・能力開発機会の確保に向けた大学等における社会人の学び直し

○ 大学等の社会人学び直し機能強化（学修ニーズにあったプログラムの開発・提供。教員等の人材確保などの学内
体制の整備。開講時間や受講期間の弾力化。ICTの活用。）

○ 学習機会の選択や学び直しによるキャリアアップを促進するため、認証等による質の保証、学修成果やメリットの
可視化、優良事例の横展開、教育訓練休暇制度の普及促進等を図る。【図表】

企業の人的投資が減少する中、技術革新の進展に対応し、個人が自らキャリア形成が行えるよう、社会人のスキ
ルアップや能力開発が不可欠。
生涯を通じた学習機会・能力開発の機会として、職業訓練のほか、大学等における社会人の学び直しのための環
境整備が必要。

現
状
・課
題

対
応
の
方
向

【図表】 ヤフー株式会社サバティカル休暇制度

経済社会の活力ＷＧ
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導入目的 自分のキャリアを真剣に見つめなおす機会
適用対象者 勤続10年以上の社員（在職中に１回）
取得期間 2ヶ月以上3ヶ月以内
取得申請 取得希望日の４ヶ月前迄
支援金 月額給与の１ヶ月分、有給休暇の使用も可能
その他 取得後レポート要提出、年次有給休暇付与の算定基準には

含める、１年を上限として時季変更あり

取得実績 利用者の声
Ｑ．サバティカル休暇を通して自身のキャリア
の振り返りにつながったか？

（出典）第２回 経済社会の活力WG
（平成29年3月13日）

ヤフー株式会社提出資料より作成
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